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研究成果の概要（和文）：WTOの多角的交渉が不調な中で、主要国は通商政策の軸足を地域貿易協定の交渉に移
している。中でも、締約国の国内規制の相違に起因する貿易障壁の削減と貿易・投資の円滑化を目的とする規制
協力は重要な交渉の主題となっている。本研究はその代表例としてTPP(環太平洋連携協定)を取り上げ、そこで
の規制協力の内容を克明に分析した。TPPは多方面にわたる高水準の規制協力を規定しており、地域貿易協定を
通じた規制協力の制度化の先例として重要な意義を持つことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：As multilateral trade negotiation through the WTO has been in a stalemate 
for a long time, major trading countries have shifted their trade policy priority to the negotiation
 of regional trade agreements. Regulatory co-operation is one of the key subject matter of regional 
trade agreements. This research project analyzed the Trans-Pacific Partnership (TPP) in detail, and 
elucidated that it contains a high-level regulatory co-operation on a wide range of subject matters.
 It concludes that the TPP will be an important precedent of institutionalizing regulatory 
co-operation through regulatory co-operation.

研究分野： 国際経済法
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１．研究開始当初の背景 

 地域貿易協定は従来もっぱら貿易自由化
の手段とみなされ、規制協力の手段という側
面はほとんど意識されてこなかった。実際、
日本の条約実践を見る限り、日本の対外経済
政策担当者が地域貿易協定（経済連携協定
(EPA))を規制協力の手段として意識し、積極
的に活用してきたかは疑わしい。しかし、米
国は 1994 年発効の北米自由貿易協定
(NAFTA)に規制協力に関する様々な規定を
盛り込んで以来、自由貿易協定(FTA)を通じ
た規制協力を積極的に推進してきている。
EU が域外国と締結する EPA や FTA にも同
様の試みが見られる。 

 WTO のドーハ交渉が行き詰まる中で、主
要国は対外経済政策の重点を地域貿易協定
の交渉に移してきている。地域貿易協定を通
じた規制協力の重要性は今後増大してゆく
ことが予想される。特に、2010 年に交渉が
始まった TPP(環太平洋パートナーシップ)、
2013 年交渉開始の TTIP(環大西洋貿易投資
パートナーシップ)などの広域 FTA を通じた
規制協力の試みは重要である。地域貿易協定
を通じた規制協力の有効性、可能性とその限
界を明らかにし、日本が規制協力のために地
域貿易協定と多国間のフォーラムをどのよ
うに活用してゆくかを検討する必要がある。 

 

２．研究の目的 

 本研究の第 1 の課題は、日本及び欧米等の
主要国が地域貿易協定を通じて規制協力の
制度化をどのように進めてきたかを実証分
析により明らかにすることである。本研究の
第 2 の課題は、地域貿易協定を通じた規制協
力と多国間のフォーラムを通じた規制協力
との動態的な関係を明らかにすることであ
る。以上 2 つの課題に関する実証分析を踏ま
えて、地域貿易協定を通じた規制協力の制度
化という政策の有効性、可能性と限界を、個
別の規制分野における規制協力、より一般的
な規制協力のそれぞれについて明らかにす
る。その上で、日本が今後の対外経済政策に
おいて、規制協力を推進するために地域貿易
協定をどのように活用すべきか、さらに、多
国間のフォーラムを通じた規制協力と地域
貿易協定を通じた規制協力をどのように連
携させてゆくべきかを検討するための判断
材料となる知見や指針を取りまとめる。 

 

３．研究の方法 

 ２で掲げた 2つの研究課題のうち、第 1の
課題に取り組むため、主要国が締結した主だ
った地域貿易協定を取り上げて、個別の規制
分野ごとの規制協力に関する規定（基準認証
制度、知的財産権、サービスに関する国内規
制、競争法・競争政策、労働基準、環境保護
と資源保全等）、より一般的な規制協力に関
する規定（「規制の整合性｣や「規制協力」と
呼ばれる」について、その規定内容と制度化
の態様を体系的に分析する。第 2の研究課題

に取り組むため、①多国間のフォーラムを通
じた規制協力の全体像の把握、②地域貿易協
定を通じた規制協力と多国間のフォーラム
を通じた規制協力の動態的関係の実証分析
を行う。 
 
４．研究成果 
 地域貿易協定を通じた規制協力の制度化
について、いわゆる広域 FTAの中で最初に交
渉がまとまった TPPを主たる対象として実証
研究を行った。特に、税関手続と貿易円滑化、
衛生植物検疫(SPS)、貿易の技術的障害(TBT)、
投資、サービス貿易に関わる国内規制、自然
人の移動、知的財産、電子商取引、競争政策、
国有企業・指定独占、労働、環境、規制の整
合性、透明性と腐敗防止の各章における規制
協力の内容とその効果について分析した。分
析結果を専門誌への連載論文、単行本、英文
の雑誌論文、共著の英文論文で公刊した他、
一般向けに新聞の論説等を公刊した。国内外
の学会・研究会で研究成果を報告した。 
 本研究を通じた明らかになった TPPを通じ
た規制協力の制度化の特徴をまとめると、第
1 に対象分野が広範囲にわたることが挙げら
れる。WTO がカバーし、貿易に直接関わる分
野（税関手続と貿易円滑化、SPS、TBT等）だ
けでなく、サービス貿易に関わる国内規制、
電子商取引、競争政策、労働、環境等の分野
でも規制協力の制度化が試みられている。第
2 の特徴として、協定発効後に対象分野を所
管する締約国の政府当局が定期的、継続的に
情報交換し、協力を進めてゆく仕組みが分野
毎に構築される。その意味で、TPP を通じて
将来にわたる規制協力の仕組みが設けられ
ることになる。第 3に、分野横断的な規制協
力として、規制の整合性、透明性と腐敗防止
に関する締約国の規制協力の仕組みが構築
される。そこでも、協力の内容は将来にわた
る規制協力の活動を通じて明確化され、具体
化されることが志向されている。第 4に、規
制分野によっては多国間のフォーラムとの
関係が意識され、多国間のフォーラムの優先
が規定される場合がある。SPS、TBTの分野に
おける WTO の優先がその典型である。また、
知的財産や労働、環境の分野では、WIPO、ILO
や多国間環境条約など、既存の多国間のフォ
ーラムを TPP に組み入れる（incorporate）
ことで多国間の規制協力を強化することが
意識されている。 
 TPP の署名後に米国が TPP から離脱したた
め、TPP が発効する見通しが立たなくなり、
TPP に盛り込まれた規制協力の制度化が実際
にどのようなインパクトを及ぼすかについ
ては不透明な情勢となっている。他方で、米
国を除く TPP 交渉参加国 11 カ国は TPP の規
定の一部を凍結した環太平洋パートナーシ
ップに関する包括的で先進的な協定(TPP11)
に署名し、2018 年末から 2019 年初めにかけ
ての発効が見込まれている。また、2018年か
ら 2019 年初めにかけて、日 EUEPA の署名と



発効が見込まれており、この EPAにも多くの
規制協力の規定が盛り込まれる見込みであ
る。したがって、本研究の分析結果は、TPP11
及び日 EUEPAを通じた規制協力の制度化を理
解する上で有益な指針を提供することが期
待できる。 
なお、本研究の成果として、平成 30 年度

中に編著『TPP コンメンタール』を日本関税
協会より、英文の単著 TPP and Global 
GovernanceをRoutledge社より刊行する予定
である。 
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